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制度と経済成果との関連性についての研究は新たな発展段階を迎えている。
その契機 となったのは,コ ース(RonaldH.Coase)が 見出 した一つの単純
とも言える指摘であったω。つまり,実 際の取引には費用がかかるがゆえに,
新古典派の想定する効率的競争解への到達は不可能ということである。コー
スが当初指摘 したのは,企 業が組織化される本質的理由は取引費用を軽減す
ることにあるとの点であったが,取 引費用がゼロではないとの指摘は実証研
究 も踏まえて,諸 制度が構築される合理的根拠 として見なされてい くことに
なる。その過程では,近 年発展著 しい ミクロ経済学,な かでもゲーム理論,
情報の非対称性,取 引費用などの分野での研究成果が大きな役割を果た して
きたが,制 度的枠組の重要性について新たに,そ して包括的に示したのは,
ノース(DouglasC.North)や エ ッゲル トソン(ThrainnEggertsson)等
である(2)。そして,そ こでの研究成果は比較制度分析や移行の経済学 といっ
た新たな分野を誕生させることになった。
制度的枠組の不備はしばしば経済開発論において,途 上国の経済発展を困
難にしている要因として取 り挙げられているが,本 稿ではコースの指摘を契
機として発展 してきた新制度派的思考法を日本経済に当てはめてみることに
より,日 本がなぜ発展を遂げることができたのか,そ して同時に現在はなぜ
長期的停滞を強いられているのか,と いった疑問に一つの解答を見出 してみ
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たい。「1940年体制」が戦後日本の経済大国化を導いたとの見解があるが,
それは一方で同体制がなぜ現在機能 していないのかについて必ず しも客観的
かつ説得力に富む説明を与えてはいないのではないか(3)。本稿では取 引費用
という概念を中心にして,日 本経済の発展と停滞とをともに説明することを
目指している。ただ し,本 稿はあ くまでも試論の段階であり,自 らの見解を
概念化 したにとどまっている。モデルの精緻化は次なる課題としたい。その
点は事前にお断りしておきたい。
以下,1.で は取引費用と制度 との関係,次 いで2.で 日本型諸制度の合理
性に触れた後,3.で は近年の国際環境の変容が日本型諸制度にいかに大きな
インパク トを与えているのかについて考える。 そして4.で は,日 本の 目指
すべき新たな制度の方向性について提示 してみたい〔4)。
1.取 引費用 と制度の構築
(1)取 引費用
まず取引費用を定義 しよう。経済学,と くに伝統的新古典派経済学の世界
で頻繁に用いられる 「効率性」 という言葉 には厳密な定義が存在する。それ
は,買 い手 と売 り手の間で一方の利益を損なうことな しに他方を利する取引
機会が残 されていない状態であり,可 能な取引すべてが尽 くされている状態
である。 しかしながら,コ ースが指摘 したように,新 古典派経済理論では,
取引の過程で費用がか らないとの仮定を暗黙裡に置いていたがゆえに,前 述
の効率性が達成できると想定 していたに過ぎない。現実の世界では取引には
費用がかかる。 したがって,可 能な取引すべてが実行されることはな く,新
古典派の定義する効率性の達成は不可能となる。
ノースに拠れば,「新古典派理論は希少性とそのための競争という基本的
仮定に基づいている。すなわち,そ れが協調をもたらすということの含意は,
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所有権が完全かつ費用なしに規定され,同 様に情報の獲得に費用がかからな
いというような摩擦のない交換過程についての仮定から生まれて くる」(5)と
明解である。
それでは取引費用とは何か。取引費用の明確な定義は必ず しも存在 しない
が,ノ ースは 「交換されるものの有用な属性を測定する費用,権 利を保護 し
契約を監視 ・執行する費用」⑥とし,ま たエ ッゲル トソンは 「個々人が経済
的資源に対する所有権という権利を交換 し彼 らの非排他的権利を執行すると
きに生 じる費用」のと定義 している。いずれにしても取引に費用が生 じるの
は,現 実の世界では完全情報という仮定が成立せずに,取 引相手や財 ・サー
ビスに関する情報の獲得のために資源を必要とするか らである。情報の獲得
に費用がかかる時,エ ッゲル トソンは取引費用を発生させる活動として次の
ような具体例を挙げている(8)。
① 「商品と労働投入物の価格 と質の分布に関する情報 の探索,潜 在的買
手 ・売手の探索と彼 らの行動と環境に関する適切な情報の探索」
② 「価格が内在的なとき,買 手 と売手の本当の状態を見出すために必要
とされる交渉」
③ 「契約の締結」
④ 「契約の条件を遵守 しているかどうかを確かめるための契約相手方の
監視」
⑤ 「契約の執行 と,相 手がその契約上の義務を遵守 できないときの損害
の回収」
⑥ 「第三者の侵害か らの所有権の擁i護 一たとえば,海 賊からの擁護,さ
らには違法取引の場合にあっては政府からの擁護」
エッゲル トソンが例示 した活動を3通 りに分けて単純化するならば,取 引
費用とは,「交換を交渉 し,測 定 し,執 行する費用」(9)となる。 なお,こ こ
では情報の探索費用は交渉するための費用に組み入れてある。そしてまず,
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交換を交渉する費用とは,コ ースに拠れば,「交渉をしょうとする相手は誰
であるかを見つけ出すこと,交 渉を したいこと,お よび,ど のような条件で
取引しようとしているのかを人々に伝えること,成 約にいたるまでにさまざ
まな駆け引きをおこな うこと,契 約を結ぶこと…」㈹ となる。
次の測定費用は,交 換の対象である財やサービスの属性を測定する費用で
ある。例えば,単 に1台 の車を購入する場合であって も,購 入を検討 してい
る者は通常,車 の価格,性 能,デ ザイン,重 量,大 きさ,型 式,燃 費,内 装
などといった,車 の重要な属性はもとより,自 動車ディーラーの提示する分
割払いの諸条件やアフターサービスなど,さ らにはディーラーの信頼性など
についても確認 しようとし,そ のために資源を用いることになる。それは,
アカロフ(GeorgeA.Akerlof)が 中古車市場での売 り手と買い手の間に存
在する情報の非対称性 に着 目して,買 い手が 「レモン」を掴まされる危険性
のあることを指摘 したように,売 り手 と買い手の把握 している情報間に非対
称性があり,か つ取引が一回限りの場合には,情 報の少ない側に騙 される危
険性が存在す るからである。 したがって,購 入希望者は追加的情報の獲得に
よる限界収益の期待値 と限界費用とが一致するまで,財 やサービスの属性を
測定することになる(11)。
最:後の執行費用が生 じるのは,取 引が契約通 りに行われない可能性が常に
存在するからである。そのために契約違反を罰したり,違 反を思いとどまら
せた りする執行メカニズムが必要 となる。仮に契約を遵守することが法律に
よって義務付けられているにしても,途 上国でしばしば観察 されるように,
法律自体が有名無実化 していて執行 されなければ,あ るいは執行費用が高け
れば,取 引の リスクは高まることになる。
以上の理由から,経 済的取引には,新 古典派経済学の想定と異な り,費 用
の存在することが明白である。取引費用が高いとき,仮 にその取引によって
売 り手と買い手双方が利益を得 る見込みがあったとしても,取 引は必ず しも
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すべてが実行に移されることはない。つまり新古典派経済学の期待する効率
性が達成 されないことになる。
なお,上 記で定義された取引費用を具体的に測定することは極めて困難で
あるが,米 国ではGNPの 約55%(1970年 時)が 取引費用にかかわる仕事
か らの所得との推計 もある('2)。
ひとたび正の取引費用 という現実を認識するならば,経 済理論は重大な修
正を迫 られることになる。効率的競争解への到達が困難になることはすでに
述べたが,生 産費用の定義を見直すことも必要となる。新たに定義 されるべ
き生産費用とは,従 来の生産費用つまり変換費用と取引費用の総和 となる。
本稿でのその含意は,変 換費用のみならず取引費用の削減が生産費用を低下
させるということである。
(2)制 度 の構築
それでは次に,取 引費用と制度との関係をどのように規定すれば良いのだ
ろうか。取引費用が高ければ,費 用を軽減する取引形態が工夫されるはずで
ある。
たとえば,交 渉費用を低下させる古典的手法は売 り手 と買い手を一箇所に
集めることである。そもそも市場が生まれたのは,こ うした背景が存在する。
あるいは米国自動車産業にかつてみられたように,自 動車メーカーが部品メー
カーである取引先を次々に買収 し,統 合を進めたことも同じ理由である。 ま
た,交 渉費用に必ず しも限定されないが,鉄 道網,道 路網,港 湾,空 港施設
の整備 ・拡充や輸送手段の発展などが間接的に交渉費用を削減 していること
は明らかであろう。'通信網の発達 も同様である。
測定費用を軽減する端的な例は,商 品価格の表示,カ タログやマニュアル
の作成 と開示,度 量衡の統一などと幅広い。これ らは情報費用の削減に広 く
役立 ってきた。また,保 証期間を設 けることも同様である。一定期間,製 品
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の質を保証すること1よ 測定費用を低 くする。返品制度,ク ー リングオフ制
度,製 造物責任法,情 報開示義務などはすべて同じような役割を果た してい
る。財やサービスの属性を完全に把握 しようとすると,禁 止的測定費用がか
かるが,そ うした措置は測定費用を下げ・取引を促進することになる・ また
履歴書に記入する学歴や資格の有無 も同様で,虚 偽申告の可能性が排除され
れば,多 種多様な技能検定資格などは労働市場での測定費用軽減の一助となっ
ているはずである。以上のような諸制度が不在の場合には,取 引範囲を親戚
や知人に限定したり,信 頼 に足る第三者からの推薦に基づいて取引相手を決
めたりすることで,測 定費用の軽減が図られる。その場合,取 引の範囲は不
特定多数 には広が りにくく,限 定的とならざるを得ない。つまり市場規模は
制約を受けることになる。
執行費用が高いならば,つ まりは法的整備が遅れていた り,法 律が執行さ
れない リスクが高かったり,あ るいは訴訟費用が高かったり,結 審まで時間
がかかったりする場合には,取 引はやはり不特定多数との間に広が りにくく,
親戚や知人といった狭い範囲での取引に限定されやすい。取引がより広範囲
に広がるにしても,そ の場合の取引相手は文化的同質性を持 った相手に限定
されやす くなる。価値観や倫理観といった同質性が取引に伴 う不確実性やリ
スクを軽減 してくれるからである。執行費用を減 らすもうひとつの方策は,
特定の相手 と反復的ないしは継続的に取引をすることである。近い将来新た
な取引が期待されるならば,取 引相手から反感を買 うような行為は避けるか
らである。 この点は,後 に指摘するが,日 本型諸制度の特徴と考えられる。
加えて,競 争環境が整備されていると,代 替的取引相手の存在が契約不履行
の抑止要因となる。
このように,一 定の取引費用のもとで,取 引の主体は多種多様な工夫を用
いて費用や不確実性,リ スクの軽減を図ることになる。そ してその時に生成
されるのが本稿で扱う諸制度である。なお,こ こで制度とは,「 経済活動を
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行ううえで使われるさまざまな仕組みの総称であり,こ れまで伝統的な経済
学が採 り上げてきた市場メカニズムだけでなく,ひ ろく法的な制度や慣習,
組織 規則,約 束事など,わ れわれが日々経済活動を行 う上で前提 となり,
経済活動を規制するものすべてを含んでいるもの」㈹ である。あるいは別の
表現を借 りれば,「社会におけるゲームのルール」(M)となる。 当然,ル ール
には成文化されたフォーマルなルールもあれば,伝 統や習慣などに根差 した
インフォーマルなルールもある。
そ して制度は 「人々の相互作用に対する安定 した(し か も必ず しも効率的
ではない)構 造を確立することによって不確実性を減少させ」㈹,そ れがゆ
えに,「 われわれは,通 りで友人に挨拶 したいとき,車 を運転 したいとき,
オレンジを買いたいとき,お 金を借りたいとき,事 業を起こしたいとき,死
者を埋葬 したいとき,あ るいは何であれわれわれが何かを したいときに,そ
れをどのように行なったら良いかを知 る(あ るいは,た やす く学ぶことがで
きる)… …[中 略]… …経済学者の専門用語で言えば,制 度は個々人の選択
集合を定義 ・制限す る」㈹ ことになる。その結果,制 度は「国の取引費用 を
より低い水準に決定するのである。
諸制度は経済的諸制度のみならず政治的,社 会的,文 化的諸制度などと広
範な分野に広が っているが,諸 制度の集合体 として経済 システムとは,「 さ
まざまな制度か らなり,各 経済主体が これらの制度の下で経済活動を行うこ
とによって自律性を保 っている経済単位」(17)を指 し,そ こでは,大 雑把 に言
うと,何 をどれだけ,ど のように生産 し,か つ所得をどのように分配するか
という選択が規定されることになる。換言すれば,資 源配分,生 産関数,所
得分配の有 り様を規定するメカニズムである(18)。
つま り,取 引費用の存在こそが経済主体を費用削減に向けた諸制度の構築
に向かわせ,そ の諸制度の集合体が一国経済を包含する経済 システムを作 り
出すことになる。そ して取引費用が高いほど,市 場はその範囲を狭めるもの
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の,制 度の構築が現実の取引費用を低下させ,市 場の縮小を一部相殺するこ
とになる。望ましい制度が構築されるならば,一 国の変換費用 とともに取引
費用はさらに軽減 され,静 態的かつ動態的に経済成果が高まってい くことに
なる。そして諸制度に何らかの共通項が見出されるとき,そ してその性質が
特異であるとき,「…型」制度,あ るいはその集合体として 「…型」経済 シ
ステムと呼ばれることになる。
21世 紀の到来を前にして,社 会主義諸国の多 くが市場経済の仲間入 りを
果たしたことから,あ るいは市場経済の要素を導入 したことから,各 国の制
度ひいては経済システム間の差違は小さくなっている㈹。 しか し同時に,ど
のような市場経済のあ り方が優位性を持ち得 るのかをめ ぐり,経 済システム
間の新たな競争が始まっている。
2.日 本 型制 度
(1)日 本型制度の特徴
日本型諸制度を具体的に規定するな らば,終 身雇用,生 産ならびに流通系
列,企 業集団,メ インバンク制などといった日本経済に特異な あるいは
少な くともそのように見なされることの多い一 諸制度,,と いうことになろ
う。すでに定義 したように,諸 制度にはインフォーマルなゲームのルールも
含むため,一 般的な表現としては,制 度よりも慣行 との表現が適切な場合が
多い。
上記制度の共通項を一言で表すならば,そ こでの取引は必ずしも市場を経
由せずに,長 期間継続する傾向の強い点である。通常,市 場取引は以下のよ
うに概念化 されている。
① 取引が単発的で継続性がないこと(非 継続性)
② 取引相手が不特定であること(匿 名性)
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③ 取引相手が多数であること(多 数性)
売り手は多数の買い手の中からその都度最も高 く買 って くれる相手 と取引
を行い,買 い手は多数の売 り手の中からその都度最 も安 く売 ってくれる相手
と取引を行うため,取 引は多 くめ場合単発的で,反 復ないしは継続する必然
性はない。そ してそれがゆえに,売 り手と買い手の間には何 らの関係 も構築
されない。
ところが日本型諸制度のもと,終 身雇用では特定の雇用主 と被雇用者が長
期にわたって継続的雇用関係を維持 し,系 列や企業集団では特定の企業同士
が長期にわたり継続的取引関係を維持 し,メ インバンク制では特定の銀行と
特定の企業がやはり長期にわたり融資関係を維持 しており,そ れぞれの場合
に何 らかの関係が見出されるのが普通である。オーカン(ArthurM.Okun)
の表現を借 りるならば,「見えざる手」な らぬ 「見え ざる握手」(20)によって
取引相手同士が関係を構築 し,そ こでは市場取引とは正反対の以下の特徴が
観察される。
①'取 引に継続性がある(継 続性)
②'取 引相手が特定されている(非 匿名性)
③'取 引相手が少数であること(少 数性)
こうした共通項を持つ日本型諸制度は取引費用の高さを軽減する目的で構
築されていったというのが,本 稿での認識である。
制度が構築されるのは取引相手間に情報の非対称性が存在するからである。
当然のことだが,雇 用主は応募 して くる求職者の能力や性格などについて,
少なくとも求職者本人ほどは把握 していない。反対に,求 職者が持つ雇用主
についての情報 も限定的で しかない。また企業は中間財などの売り込みにやっ
て来る潜在的取引業者の技術力や財務状況などについて,少 なくとも当該業
者ほど知 りえる立場にはない。その業者もまた,中 間財の潜在的納入先企業
についての情報を不完全にしか所有 していない。銀行と融資を希望する企業
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との関係 も同様である。情報の獲得には資源が必要となり,費 用がかかる。
潜在的取引相手同志が限界費用と限界収益の期待値とが等 しくなるまで追加
的情報の獲得に向かうとしても,完 全情報 には至 らずに,取 引開始には不確
実性やリスクが伴 うことになる。その結果,取 引は過小になる。ここに制度
が構築される合理的根拠が生 じるのである。制度的枠組の構築は,取 引に伴
う不確実性や リスクを軽減し,取 引費用を低下させる。そ して,そ のことが
変換費用の低下 と相まって,生 産費用を低下 させてい くのである。
日本の場合には,少 数の文化的同質性の高い相手に取引先を極力限定する
とともに,売 り手 と買い手とがお互いに取引から逃げられないように 「退出
障壁」(21)や「人質」(hostage)(22)を 供出 し合うことによって,反 復的ない し
は継続的取引を進めていったのである。取引費用はその結果低下 し,取 引関
係の継続につれてさらに減少 していったと考えられる。実は,こ こに日本経
済発展の一つの鍵があると考え られる。
以下,日 本型諸制度のうち,組 立メーカーと下請け企業が取引を通 じて結
合 した(垂 直型)系 列の一形態である,生 産系列に迫 ってみる。
生産系列内での企業間取引ではやはり,不 特定多数の企業 との単発的なス
ポッ ト取引よりも,特 定少数企業との継続的取引が多 く見受けられる。系列
を企業間の固定的関係とするのは,ま さにこの理由に他ならない。 日米構造
協議にて米国側が系列を閉鎖的慣行と指摘 したことに対 し,公 正取引委員会
は当時の日本の大企業(金 融業を除 く)に おける企業間取引に関して,表1
のような調査結果を報告 している(23)。表1に 拠 ると,ま ず継続取引の程度(a)
についてでは,調 査対象企業の内,5年 以上の継続的取引を 「ほとんどすべ
て」 と 「かなりある」 と回答 した企業が圧倒的に多 く,そ の割合は生産財取
引で計97.8%,資 本財取引で計80.4%に も達 していた。また,仕 入れ先の入
れ替わり状況(b)で は,「ほとんどない」か 「少 し」 との回答が,生 産財取
引で計96.6%,資 本財取引で計87.9%と,ほ ぼすべてを占めていた。
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表1大 企業の取引慣行
a.継 続的取引の程度(単 位:%)b.仕 入先の入れ替わ り状況(単 位:%)
生産財 資本財 生産財 資本財
ほとんどすべて 60.7 22.8 ほとんどない 45.5 25.3
かなりある 37.1 57.6 少 し 51.1 62.6
半分ほどある 0.0 13.0 半分程度 23 9.9
少 しある 0.0 5.4 多く 0.0 2.2
ほとんどない 2.3 1.1 ほとんど 1.1 0.0
出所:公 正取引委員会事務局 『我 が国企業 の継続 的取 引の 実態 につ いて』(公 正 取引 委員 会,
1987年)2-3頁 。
表2自 動車メーカーと仕入高上位30社 との取引年数
取 引 年 数
仕入先数
5年 未満 5年 以上 20年 以上
自動車メーカー
9社 平均
30社 0.8社
(2.7%)
1.7社
(5.7%)
27.5社
(91.7%)
出所=公 正取引委員会事務局 『自動車部品 の取 引に関す る実態 調査』(公 正取引委員会,1993年)
24頁 。
さ らに,自 動車産業 に限 った調査結果(表2)で は,自 動車 メーカ ーが直
接取引 き してい る1次 部品 メーカー(1社 あた り平均392.4社)の 内,取 引
が5年 以上 継続 して いる部品 メー カーが平均322.6社(82.2%)で あ るの に
対 し,5年 未満は同69.8社(17.8%)に 過 ぎないことが,報 告 されて い た。
しか も,自 動車 メーカーと仕入れ高上位30社 の部 品 メーカ ー との取 引 に限
定す るな ら,自 動車 メーカーは平均で27.5社(91.7%)と20年以上 も取 引
を続 けている,と いった実態 が明 らか にされた(24)。以上 のよ うに,日 本 の大
企業全般,と りわ け生産系列 の典型で ある自動車産業 において,企 業 間取 引
は極めて継続的,固 定的 にな って いた ので ある。
自動車 メーカーと部品 メーカー間の取引が長期 間継続す るのは,単 に前者
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が後者の株式を所有しているとか,役 員を派遣 しているとか,あ るいは従来
か ら取引関係にあるからではない。絶えず品質,価 格,技 術開発力,納 期等
を評価 したうえで,取 引が継続されているのである。ただしそうであっても,
特定少数相手との長期継続的取引は,市 場取引と比較 して取引費用を低 く抑
えていると思われ る。その点は,自 動車メーカー側が取引を継続する理由と
して,以 下の点を挙げていることか らも,明 らかである⑳。
① 全 く新 しい部品を開発する場合を除き,既 存の部品製造技術等を次期
モデルに応用でき,自 動車メーカー,部 品メーカーの双方にとって部品
欄発が容易になる。
② 部品メーカーが 自動車 メーカーの製品 コンセプ ト等を熟知 しているた
め,対 応が迅速になる。
③ 新規部品メーカーと取引を始めるには,事 前調査が必要で,そ れはコ
ス トを要する。
④ 部品メーカーと共同 して次期モデル開発段階早期から部品の品質改善,
コス ト低減に取り組む必要があるため,部 品メーカーとは長期的に安定
した取引が不可欠。
⑤ 自動車部品は一般に汎用性が低 く,部 品メーカーは取引先の自動車メー
カーの車種に合わせて特殊な生産 ラインを設置する場合が多い。そのた
め新規部品メーカーとの取引には,新 たな生産設備の設置というコス ト
が必要になる。
長期継続的取引が交渉費用,測 定費用,そ して執行費用のいずれ も軽減 し
ていることは,明 白である。
② 長期継続的取引の合理性
それで は組立 メーカ ーと部 品メーカー との取 引がなぜ継続 的 とな るのか,
や は り自動車産業 を例 に,そ の根拠 を明 らかにす る(26)。
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まず前提 と して,今 日,乗 用 車 を1台 生産 す るた め に必 要 な部 品 は 約
8,000種 類,約3万 点 に も及 び,し か も激 しい国際競 争 のな かで各 部 品生産
は高度の専門技術 を必要 とす る。 当然 の ことと して,一 企業 がすべてを内製
す るには限界が あるが,仮 にほとん どす べての部 品を内製 しようとす るなら,
分業 と特化の利益 を放棄す るのみな らず,組 織 の肥大化 は避 け られず,規 模
の不経済性,組 織 の官僚化,労 働 モラールの低下 とい った弊害 が生 じやす く
な る⑳。 日本の 自動車 メーカーが部 品生産 や部品加工等 の相 当部分 を外 部に
依 存 し,自 らは組立 にほぼ特化す ることで,組 織 をス リムに保 っているのは,
まさにこう した理 由か らで ある。
以上 の前 提 に立 って,自 動車 メーカーは,市 場 を通 じて,つ ま りスポ ッ ト
取 引 によ り部品を購入す るか,そ れ と も特定 メーカー との継続 的取 引に より
部品を仕入れ るか,と いった選択 に直面す ることになる。 この選択 の基 準 と
な るのが,「 取 引特殊 的投資」(transaction-specificinvestment)〔28)の 有無
であ る。「取 引特殊 的投資」 とい うのは,あ る特 定の取 引 に 限定 的な投 資 の
ことで,部 品 メーカーにとって は,特 定 の自動車 メーカーまたは車種 に使途
が限定 された投資の ことを指す。 自動車 の場合,'製 品差別化競争 が極 めて激
しく,そ の結果 と して,部 品 メーカーの供給す る部品 は特殊使用 の ものが多
く,市 販部 品が少ないとの特 徴があ る(29)。これは,自 動車 メーカーが違えば,
さらに同 じメーカーで あって も車種が違え ば,部 品の共通性 が少 ない ことを
意 味 してい る。 とす ると,自 動車 メーカーが不特定多数の部品 メーカーか ら
市場 を通 じて部品を購入す ることは物理的 に も難 しくな り,少 数 の部 品 メー
カー との取 引を選択せ ざるを得 ない。 しか し,仮 に少数の部品 メーカーが特
定 の 自動車 メー カーとの取引特殊的投資 を進 める意向 を持 っていたにして も,
部 品 メーカー にとっては,投 資費用がその 自動車 メーカーとの取引 を通 じて
将来確 実に回収 され るとい う何 らかの保証が必要 で,そ れ がなけれ ば,投 資
の実行 は難 しい。
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つまり部品メーカーにとっては,取 引特殊的投資を実施すれば,そ の特殊
性ゆえに,特 定の取引に閉じ込められることになる。その時,投 資費用を回
収するための手立てはその取引の継続以外にはな く,取 引の停止はサンタコ
ス トの発生を招き,わ ざわざ設置 した特殊な生産設備の回収を困難にするの
である。自動車メーカーにとっては,企 業経営の柔軟性を奪いかねない長期
契約を取引相手との間で明示的に結ぶことは難 しい。 しかし自動車メーカー
側も同様に,少 数の特定部品メーカーに供給を依存す るという意味で,少 な
くとも次期モデルチェンジまでは,取 引の継続性を必要とする。取引の停止
は,完 成車の生産自体を脅か しかねないのである。このような状況において,
自動車 メーカーは明示的な契約の代わりに,取 引を長期にわたって継続 した
いとの意思を暗黙的に示唆することもできる。自動車メーカーによる部品メー
カーへの出資または増資,役 員の派遣,取 引特殊的投資のための融資等がそ
れにあたる。
このことは,取 引特殊的投資が一度なされて しまうと,そ の存在が自動車
メーカー,部 品メーカーの双方にとって,取 引停止を妨げる退出障壁として,
または取引継続のための人質として機能することを意味するが,そ れは,既
存の相手 と取引を継続する場合の純便益 と,既 存の相手との取引を停止 し他
と新たに取引を始める場合の純便益 との差 として定義される「取引停止によ
り失われる純 レソ ト」(appropriablequasi-rent)(30)を 高め,取 引相手を替
えることの機会費用を大 きくする。 ここに,取 引相手を替える誘因は小さく
なり,自 動車メーカーと部品メーカーはお互いに,取 引を継続することに合
理性を見いだすことになる。つまり,取 引特殊的投資の存在のゆえに,両 者
は 「見えざる握手」により結ばれ,取 引が長期継続的となるのである。
退出障壁あるいは人質の存在は,当 然のこととして,自 動車メーカーと部
品メーカーのそれぞれを危険分散の方向に向かわせる。前者は同一部品を複
数の部品メーカーに発注することで,万 一取引が停止 した場合に備えるとと
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もに,発 注先の部品メーカーに絶えず技術開発に努めるよう促すのである。
また部品メーカーの側も,自 動車メーカーとの取引を多面的に発展させるた
めに複数部品め供給を目指すと同時に,技 術水準の向上に努めるのである。
しか し一方で,取 引が一度開始されると,上 記の危険分散的行為を考慮に
入れたとしても,退 出障壁あるいは人質は大きくなる傾向がある。それは,
取引を通 じて,企 業間に多様な情報が交換,蓄 積されるか らであり,加 えて
情報の共有が取引を円滑化するか らである。自動車メーカーとしては,部 品
メーカーの技術力等を把握することにより,た とえば新車開発等において,
開発プロセスを効率的に進め られるようになる。部品メーカーも取引を通 じ
て,自 動車メーカーの技術力を吸収するとともに,そ の生産 システムや細か
な要望等について把握することが可能とな り,さ まざまな状況下での対応が
迅速かつ容易になる。 したが って,企 業間の取引関係は情報の蓄積 と共有 に
より一層緊密化 し,そ の結果,双 方にとって,取 引相手を替えることの機会
費用は禁止的に高まることになる。つまり取引特殊的投資が長期にわたる継
　 の
続的取 引を通 じて,共 有情報 をは じめとする 「取引特殊 的資産」(tran-
saction-specificassets)と しての価値を高めてい くと言 って良いだろう。
ここに,長 期継続的取引が合理的な選択となるのである。 しかも取引費用軽
減に向けて日本の自動車産業の選択 した生産系列という手法は,米 国の場合
と異な り,分 業と特化による便益を享受 しつつ,組 織の肥大化に伴 う弊害を
少な くすることを可能にしたわけである。
このような長期継続的取引の合理性は何 も自動車産業に限ったことではな
い。企業間に取引特殊的投資を通 じて特殊性の高い資産を形成する必要があ
るならば,ど のような産業においても,取 引は継続性を持ち易 くなる。 しか
も資産は物的資産に留まることはなく,人,技 術,情 報等もまた資産なので
ある。
上記の系列の例で示 したように,日 本型諸制度は取引に伴 う不確実性や リ
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スクを軽減 し,取 引費用を低下させる役割を果たしてきた。市場での取引に
依存 していたならば,自 動車メーカーにしても部品メーカーに しても,危 険
分散を考慮 して,投 資規模はより少なくなくなっていたに違いない。あるい
は,米 国でかつて見 られたように,日 本の自動車メーカーが市場での取引費
用の高さか ら部品メーカーを次々に買収 していったなら,分 業 と特化の利益
を放棄 し組織の肥大化を招いていただろう。取引費用の低下は,変 換費用の
低下と相まって,生 産費用の減少に結びつ くことになり,日 本経済の発展を
もた らす一つの要因となっていったと考え られる。
以上で指摘 したように,日 本型諸制度には確かに合理性が存在する。 しか
し,近 年の国際環境の変容のなかで,そ の優位性を喪失 していくことになる。
技術革新を背景として取引費用は大 きく下が り,市 場規模が地球規模にまで
拡大 しているにもかかわらず,日 本型諸制度はその歴史的機会を十分に享受
することができないのである。なぜな らば,日 本型諸制度というのはヒト,
モノ,カ ネ,情 報といった経済資源の流動性を奪い,固 定化することで取引
費用を下げてきたか らである。終身雇用では,企 業内研修などにより高めら
れていった労働者の 「特殊」⑳ 技能が労働者を一企業内に閉じ込め,労 働市
場から隔離 してきた。また上記の系列の場合では,取 引特殊的投資が部品メー
カーを系列内取引に閉 じ込め,中 間財市場からやは り隔離 してきた。そして
メインバンク制の もとでは,メ インバンクの専有する融資先企業の各種情報
が融資先企業をメイ ンバンクとの間接金融に閉 じ込め,資 本市場か ら隔離 し
てきたのである。その結果,転 職市場 中間財市場,資 本市場の発展は阻ま
れ,そ のことがさらに,経 済資源を市場か ら遠ざけてきたのである。 日本型
諸制度は取引費用の低下を市場,特 に生産要素市場を狭めることで実現 した
と言 っても過言ではないρ しかし未成熟で狭隆な市場では,経 済資源の流動
化は難 しい。 リス トラされた中高年の転職先を見つけるのは容易でないし,
系列組立メーカーの海外移転により取引先を失った部品メーカーに新たな取
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引先を探し出すことは困難であり,さ らにメインバ ンクか ら融資を断わられ
た企業に資本市場での資金調達を促すのも難 しい。市場がそれらの能力なり
技術力を適確に評価する訓練を受けていないし,そ うした役割を担 うべき民
間 ビジネスの発達 も未成熟だか らである。
3.国 際環境の変容
(1)技 術革新の意義
本稿ではこれまで,一 国経済の諸制度そして経済 システムを規定する要因
として取引費用を取 り上げ,自 動車産業め生産系列を例にして,日 本型諸制
度とその合理性について考察を加えてきた。それでは,取 引費用 というもの
はそもそもどのように決まるのだろうか。 ここでは,取 引費用を低下 させる ・
主たる要因として技術革新を取 り上げ,近 年の情報通信技術の革新が国際環
境にいかなる変化をもたらしているのかを概観 してみる。
絶えざる技術革新はわれわれの暮 らしに,企 業活動に,国 家の在 り方に革
命的変化をもたらしている。 しかもその潮流は今後加速することはあれ,後
退することはあり得ない。振 り返 ってみれば,鉄 道,自 動車,航 空機などの
出現 とその普及は,経 済資源の主たる移動ない し輸送手段を徒歩という原始
的手段から解放 し,経 済資源の可動性を高める役割を果た してきた。その結
果,か つて孤立 して偏在 していた個々の経済生活圏あるいは狭隆な市場は一
体化されるにいたった。
鉄道網,道 路網,港 湾,空 港施設の整備 ・拡充は,移 動手段の発達と相まっ
て,個 々の市場をさらに有機的に結合 し,市 場はますますその範囲を広げた
ことになる。それは最終財 ・サービス市場のみならず,生 産要素市場や中間
投入財 ・サービス市場にも及ぶことになる。こうした市場の拡大は,当 然,
競争を促進する。なぜな らば,市 場の拡大が市場参加者を増やすからである。
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図1技 術革新による影響
圃↓
取引費用低下
↓
経済資源の可動性増加
↓
圃
↓
分業と特化の促進
↓
競争激化
筆者に より作成。
そ して市場の拡大はさらなる分業と特化を可能とし,財 やサービスの低価格
化に向かうのである。端的な例を挙げるならば,大 量輸送時代の幕開けとなっ
たボーイング747の 開発は,ヒ ト,モ ノをより短時間に,よ り大量に,よ り
安価に,そ してより遠方へと輸送することを可能にした。人びとの活動範囲
は拡大 し,物 流網は地球上の隅々まで拡がった。その結果,た とえば日本の
農家は,は るか地球の裏側から日本の食卓に届けられる食材との競争をより
一層強いられることになったのである。
以上のような視点に立って,技 術革新 というものを考えると,技 術革新の
果たす大きな役割を図1の ように概念化することが可能であろう。つまり技
術革新 というものは一般に変換費用だけでな く取引費用を下げ,経 済資源の
可動性を高め,市 場を拡大 し,分 業 と特化を促進 し,競 争を激 しくする,と
いった役割を果たしているのである。
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(2)技 術革新の進展
絶えざる技術革新は取引費用を連続的に低下 させてきたが,時 として非連
続的な変化をもたらす場合がある。産業革命がそうであり,近 年では情報通
信革命がそうである。情報通信技術の飛躍的進歩により,ま すます狭くなり
っっあった地球上に存在する人や企業はインターネッ トを介 してネ ットワー
ク化され,地 球上のあらゆる場所から瞬時に,安 価に,し かも大量の情報を
発信 ・受信するに至っている。情報は国境を容易に越え,そ のことがまた,
国境を越える資本移動を拡大させる基盤を提供 している。
このように,わ れわれの住む世界では,ヒ ト,モ ノ,カ ネ,情 報がよ り大
量に,よ り短時間に,よ り広範囲に,か つより安価に移動することが可能に
なり,こ うした革新的技術基盤がわれわれの生活,企 業活動,国 家の在 り方
に多大な影響を与えている。
21世 紀の到来を前にして起きた冷戦終結と社会主義諸 国の市場経済への
参入といった劇的変化は,ま さにこうした時代背景が可能としたのではなか
ろうか。東西 ドイツを隔てていたベルリンの壁は,ヒ トやモノの移動を遮断
するには有効であった。 しかし,通 信衛星などを介して流入 していた情報を
遮断する術はなかった。旧東 ドイツ国民は電波により西側の豊かさを知 り,
豊かさへの渇望は東欧 ・旧ソ連での逆 ドミノ現象を生 じさせ,社 会主義諸国
はなだれを打 って民主化 ・市場経済化へと体制転換を図ったのである。この
ように,冷 戦の終結さえも,技 術革新が可能にしたと言 って過言ではなかろ
う。市場の拡大は,図1で の下方向の矢印で示したように,新 たな国際分業
と特化を可能にし,競 争をさらに激しくしたばか りではな く,同 時に上方向
へ も向かい,経 済資源の可動性を高め,取 引費用の一層の低下にも繋が り,
そのことがさらに,競 争の激化をもたらしているのである。
このような技術革新を底流に,し かも世界的な貿易 ・投資の自由化が進む
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なかで,か つて国境にその活動範囲を制約されがちであった経済資源はいま
や時空を越え,グ ローバルに活動できる条件を手に'入れたのである。企業は
活動範囲を飛躍的に拡大させ,生 産拠点や研究開発拠点を地球上の最適地へ
と移転させるとともに,各 拠点をネッ トワーク網で有機的に結合 し,地 球規
模での経営戦略を実行するに至 っている。国境を越える投資は,い まや貿易
を陵駕するまでに増加 し,世 界経済の成長源となっている。一国経済にとっ
ては,こ の直接投資をいかに巧みに取 り込むかが経済発展の成否を決する一
大要因とまで認識 され,各 国,と りわけ途上国は従来の民族資本育成策を一
部修正 し,外 資優遇策を競って講 じている。 こうした認識の転換 もまた企業
のグローバル化を促 し,企 業をして世界経済の推進力 としているのである。
技術革新を契機 とす る取引費用の低下は,新 興経済地域の興隆にも及んで
いる。 ミュルダール(G.Myrdal)は かって,「 すべて持てるものは与え ら
れいよいよ豊かならん,さ れど持たぬものはその持てるものを奪わるべ し」
という聖書の一句を用いて,先 進国と発展途上国間の経済格差は累進的に拡
大するとの見方を示 した(32)。つまり,先 進国はますます豊かになる一方で,
途上国は反対にますます窮乏化する,と いう意味であった。とくにアジアは
貧 しさρ代名詞であった。 しか し今 日,ミ ュルダールの見方は少なくとも東
アジア地域には当てはまらな くなってきた。経済資源の可動性が高まるなか
で,東 アジアは目覚ましい経済成長を遂げてきた。まず 日本が,次 いで韓国,
台湾,香 港,シ ンガポールのNIESが,タ イ,マ レーシア,イ ン ドネシア等
のASEAN諸 国が,さ らには中国,ベ トナム,南 アジアのインドが,と いっ
た具合に高成長の主役が次々と交替 しなが ら,地 域全体に成長の波を伝播さ
せ続けている。「21世紀はアジアの時代」,「アジアは世界経済の成長センター」
といった指摘は,1997年 のアジア通貨危機によ り揺 らいだものの,東 アジ
ア経済は着実に回復に向かっている。
東アジア地域の,と くに1985年 以降の連鎖的経済発展過程において主要
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な役割を担ってきたのは,多 国籍企業による直接投資である。域内各国は先
述の通 り,民 族資本育成策を改め,積 極的な外資優遇策へと政策転換する一
方で,輸 入代替工業化政策と決別 し,輸 出主導型工業化政策を推進 してきた。
こうしたなかで,当 初は労働集約的産業の生産拠点として,先 進国あるいは
域内先発国からの直接投資を集めていたが,技 術水準の向上等により,よ り
高付加価値製品の生産拠点へと変貌を遂げつつある。 また,域 内所得水準の
上昇は同地域を巨大な市場へ と変貌させている。
(3)大 競争時代の到来
かつてない規模の競争が,世 界中を覆 っている。冷戦が終わり,社 会主義
諸国は一斉 に市場経済の世界に入 ってきた。発展途上国,と くに東アジア諸
国は追いつけ追い越せと先進国の資本,技 術を取 り込み続ける。技術革新を
通 じて国と国を隔てていた壁は急速に崩れ,地 球 レベルの 「大競争時代」が
到来 した。
大競争の語源とな った 「メガ ・コンペティション」 とは,1994年2月,
スイスのダボスで開かれた世界経済フォーラムで初めて用い られた言葉であ
る。近年のアジアだけで も,70年 代末か.ら改革 ・開放政策に転 じ92年 か ら
「市場経済化」を掲げた中国,86年 から 「ドイモイ(刷新)」 の旗を掲 げその
後を追 うベ トナム,88年,外 資規制の大幅緩和 に乗 り出 し開放姿勢を一段
と鮮明にしたインドネシア,91年 にソ連型の計画経済を放棄 したイ ンドと,
アジアでざっと25億 人が社会主義から市場経済へ,閉 鎖型経済か ら開放経
済へと転向 したことになる。国家間での先進国資本の取 り込み競争,先 進国
市場あるいは域内市場への輸出競争が激化 し,し か もこうした域内後発国,
なかでも中国が 「巨大で強力な電気掃除機」のごとくアジアへ向か う投資を
自国へと吸い込み始めたため,域 内先発国は産業のさらなる高度化に積極的
に取 り組まざるを得ない。 また,こ の巨大な市場では,高 成長を背景に所得
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水準が急速に向上 しており,日 米欧,そ して域内企業が,国 家の力を総動員
して市場の支配権を激 しく競い合っているのである。
経済資源の可動性が高まり,そ れらがアジア,と りわけ中国へと向かうな
かで,先 進国は自らの経済構造の高度化 ・高付加価値化に努めつつ,自 国経
済の 「魅力」を高めようとしている。そのひとつの表れがEU,NAFTAを
は じめとする広域経済圏ないしは自由貿易圏の創設とその拡大である。それ
は大競争時代に対する国家の,し か も先進国側の対応として理解できる。国
境を越えてグローバルに企業活動を展開するまでになった企業に対する,国
家による後押 しの意味を持っているのであり,ま た経済資源の取 り込み競争
に勝利 し,自 国および域内の競争力を高めるためでもある。
旧社会主義諸国や東アジア諸国が工業製品の輸出拡大を進めている結果,
工業製品の価格競争が世界的規模で熾烈を極めることになる。単純な例を示
せば,こ のような状況下において,各 国で異なる電化製品等の規格や仕様等
のために市場が狭い国境で仕切 られて しまい,域 内企業が規模の経済性を十
分に発揮できないとの認識が欧州で生まれて当然であろう。域内各国での規
格や仕様を統一 し,少 な くとも欧州全域で同一製品を販売できるようにしな
い限り,大 競争時代の激 しい価格競争に対抗することは難 しい。共通通貨 も
同様である。また,世 界中の直接投資が発展著 しいアジアに向かうなかで,
欧州域内の貿易 ・資本の自由化や諸制度の一元化を進めることで域内投資環
境の魅力を高めようとすることは,ア ジアに向かう直接投資の流れを欧州へ
と導 くことを目指 しているのである。
一方,NAFTAの 結成では,北 米企業にメキシコの豊富かつ安価な労働
力を直接的または間接的に利用させるとともに,よ り広範囲な事業展開を可
能にす ることで,世 界規模で進む価格競争での北米企業の立場を少 しでも有
利にしょうとの意図が反映されている。同時に,北 米市場の魅力を一層高め
ることで,ア ジア地域に向かいがちな投資の流れを北米にも向けようといっ
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た意図も持っている。
先進国は,こ うした広域経済圏ないしは自由貿易圏を創設 し拡大すること
で,可 動性の高まった経済資源を自らあ領域に呼び込み,自 国経済の高度化 ・
高付加価値化を目指 しているのである。
4.日 本型制度の限界 と制度変化の方向性
(1日 本型制度の限界
国際環境 が近年大 き く変容す るなかで,日 本経 済への信認 が低下 し続 けて
い る。 その直接 的要 因は,バ ブル崩壊 以降10年 以上 も経 過 してい るに もか
か わ らず不 良債権 の処理 が進 まない どころか,デ:7レ 下 でむ しろ拡大 して い
ることにある。 また財政拡大 と金融緩和 とい う総需要拡大策 に,日 本経済が
反応 してこなか った ことにあ る。 しか しなが ら,日 本経済 が抱えてい る最 大
の 問題 は,日 本 を今 日まで発展 させてきた経済誌制度 が,近 年 の国際環境 の
変容 という外的 ショックによ り,優 位性 を喪失 している ことにある。それは,
経済 とい うものは一般 に 「経路依 存性」(path-dependence)(33)が 高 く,低
成長下で はと りわけ 「レソ ト・シーキ ング」(rentseeking)(図)が 活発 にな
るため,諸 制度 の変化が 円滑 に進 まないか らである。 また,フ ォーマルなルー
ル は直 ちに変更で きるが,イ ンフ ォーマル なル ール はそ うはいかないか らで
もある。 しか し,こ の まま 日本が従来 の諸制度 に固執 している限 り,大 競争
時代に生存可能 な新 たな る経済 システムには移行で きな い。 ここでは以下,
日本型 諸制度がなぜ優位性を失 いつつ あるのか,日 本が 目指すべ き新 たな制
度 とは どヴいった ものな のか につ いて検討 して いきた い。
情報通信 技術 の革 新的進化が もた らした もの は,取 引費用 の潜在的低下 で
あ る。 移動 ・輸 送手段の発達が,鉄 道網,道 路網,港 湾,空 港施設 といった
イ ンフラの整備 ・拡 充 と相 まって,偏 在 していた市場を統合 し,ヒ ト,モ ノ
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といった経済資源の可動性を高めたように,情 報通信革命は地球上を情報ネッ
トワーク網により一体化 し,情 報そ して資本の取引費用を下げ,こ れら経済
資源の可動性を飛躍的に高めたのである。情報そして資本はいまや,大 量に,
瞬時に,そ して安価に地球上の隅々にまで時間と空間を超越 して駆け回って
いるのである。情報へのアクセスは大きく改善され,取 引費用,な かでも交
渉費用と測定費用は大きく低下 していると考えられる。加えて,社 会主義諸
国の市場経済への参入,民 族資本育成か ら積極的な外資誘致へ と転換 した途
上国の政策転換,日 本にとってはとりわけ隣国である中国の改革開放 と市場
経済導入への政策変化は,共 通のルールの もとで取引を進めることのできる
市場の範囲を拡大させ,執 行費用の低下にもつながっている。そして,中 国
のWTO加 盟はこうした傾向を強めることになる。
先の図1で 指摘 したように,こ うした取引費用の低下は経済資源の可動性
を高め,最 終財 ・サービス市場のみならず,生 産要素市場や中間投入財 ・サー
ビス市場の市場規模をグローバルに拡大する。その結果,国 際分業 と特化が
さらに促進され,地 球規模での大競争時代が到来 しているのである。 このよ
うな歴史的機会を利用するひとつの手段が,直 接投資である。
大競争時代での生存を賭けて,生 産拠点を積極的にシフ トし続ける企業は
途上国での豊富かつ低廉な労働力を新たな生産要素として組み入れることで,
あるいはNAFTAやEUを は じめとして拡大 し続ける広域経済圏内部 に進
出することで,最 終財の低価格化と国際競争力の強化に向けて適遣 している。
また技術力を高めた途上国企業に生産を委託する動きも顕著である。 もちろ
ん,実 力をつけた途上国企業は国際市場での自社ブランド製品のシェアも高
めている。その結果,い まや労働集約的財のみならず,高 付加価値財までも
が,途 上国産 として国際市場に出回 っており,低 価格化競争に拍車を掛 けて
いる。 とりわけ近年は中国への進出ラッシュと中国企業の興隆が目覚しい。
このような熾烈な国際競争に対抗するべ く,日 本企業 も対中直接投資や中国
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企業への委託生産を積極的に進め,自 社製品を国内外に供給 している。熾烈
な国際競争がさらなる低価格化を実現 し,対 抗上,対 中直接投資はさらに拡
大するといった状況が続いている。
このような大競争は当然,先 に例示 した自動車産業にも及んでいる。地球
規模にまで拡大 した市場規模でスケールメリットを存分に享受 して低 コス ト
化を実現するために,同 一メーカー内でも車種によって異なっていた各種部
品を複数の車種や他の自動車メーカーとの間で共通化させる具体的な取 り決
めが進んでいる。その結果,部 品の汎用性は高まり,取 引の特殊性は薄 らい
でいる。自動車の場合はとくに,今 後の有望な市場として中国をはじめとす
るアジアが注目されていることから,低 コス ト化への激 しい競争が続いてい
る。 このような面においては,日 本も系列や企業集団といった既存の制度を
一部見直 しつつ,取 引費用の低下という歴史的機会の獲得競争に参戦 してい
ると考えられる。
世界の一大生産拠点が中国へと移るなかで,日 本が懸念 しているのは製造
業の空洞化である。空洞化には,国 内市場向けの製品が国内生産か ら海外生
産へと移ること,海 外市場向け製品が国内生産か ら輸出国ないしは第三国で
の生産に移 ること,そ して経済のサービス化という3つ の側面があるが,い
ずれの側面からみても,日 本で空洞化が進んでいるのは明 らかである(35)。た
だし真の問題は対外直接投資の増加ではな く,日 本で産業の高度化 ・高付加
価値化が進んでいないことであり,こ の国に新たな企業や産業が育っていな
いことであり,そ して対外直接投資と比較 して対内直接投資が少なすぎるこ
とである。そしてその原因こそ,既 存の諸制度を改革できないことにある。
日本の産業構造を一層高度化 ・高付加価値化 してい くためには,経 済資源
をより資本集約的な,よ り技術集約的な,あ るいはより知識集約的な分野へ
と流動化させていかねばならない。百年後に日本の人 口が半減するとの予測
を踏まえるならば,そ して仮に国外からの移民を受け入れないのであれば,
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日本の高度化は現在の生活水準を最低限維持するためには不可避的な選択で
ある。
ところが日本の既存諸制度のもとでは,経 済資源の可動性は低 く,固 定的
ですらある。系列や企業集団内での長期継続取引に固執するならば,情 報通
信革命による取引費用の低下を通 じてグローバルに拡がった生産要素市場や
中間投入財 ・サービス市場の恩恵を享受できないばか りか,国 際競争の後塵
を拝することにもなりかねない。
メインバンク制に固執 し続けるな らば,資 本市場の健全な育成が阻まれ,
創造的破壊の担い手となるべ く新企業の資金調達は依然困難に直面するばか
りか,資 本市場が本来果たすべき企業ガバナ ンスの有効性を削ぎ,日 本経済
の新陳代謝は進まない。株式の持合いや系列,企 業集団の維持 もまた同様に
資本市場の育成を阻み,成 長分野への経済資源の流動化を抑制 しかねない。
そして終身雇用に固執 し続けるならば,成 長分野への人材流動化は停滞し,
労働力人 口の減少と高齢社会の進展で今後積極的な活用が必要とされる女性
や高齢者を活か しきることもできない。 もちろん,上 記制度は現在かな り変
貌を遂げてきたことも事実であるが,さ らなる改革が必要であり,そ れなく
して成長分野 に経済資源を流動化させ,日 本の産業構造を高度化することは
できまい。その時,空 洞化はまさに現実となる。
また経済資源の可動性の増 した世界では,世 界中の経済資源をいかに自国
に引き寄せるかが一国経済の成否を握る。とくに先進国の製造業の場合は,
労働集約的分野はもとより,資 本,技 術,知 識集約的分野までもが,中 国を
はじめとする途上国にも生産拠点を シフ トし始 めており,NAFTAやEU
のような拡大経済圏の創設をもって しても,経 済資源の外部への流動化は続
いている。その時,産 業の高度化 ・高付加価値化とともに,新 企業 ・新産業
の育成 と対内直接投資の受け入れ拡大は極めて高い重要性を持つことになる。
世界中の経済資源を日本に向けて磁場のように引き寄せることができるなら
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ば,こ の地に続々と新 しい企業が生起 し,新 産業が興隆し,こ の地を創造的
破壊の発信地 としてくれよう。またさらなる対内直接投資が向かって くるな
らば,雇 用拡大とともにさまざまな革新がもたらされよう。世界中の経済資
源を引き寄せる魅力 こそ,大 競争時代には戦略的重要性を持つ。一例を挙げ
るならば,資 本の可動性は現在極めて高く,貯 蓄率が高ければその国は成長
できると考えるのは過去の話でしかない。貯蓄率が高 くても自国内で活用で
きなければ,成 長にはつながらないのである。
それでは日本を新規企業,新 産業が続々と誕生 し,外 資が続々と流入する
国へと改めることは可能だろうか。残念ながら既存の制度に固執 している限
りは難 しい。終身雇用は新企業や新規参入を果た した外資系企業への人材の
流動化を阻むからである。 またメインバンク制,系 列,株 式持合いは国内資
本市場育成を阻み,評 価の容易な担保を持たない新規企業の資金調達を難 し
くし,創 造的破壊の担い手となるべき新規企業や新規産業の成長を抑制 しか
ねないか らである。 また世界中でNAFTAやEUと いった地域 内の自由貿
易圏ない し広域経済圏が創設され,拡 大 していくなかで,日 本だけが依然 と
して近隣諸国と自由貿易圏の創設に消極的なままであれば,経 済資源は日本
に向かうどころか,日 本か らますます離れていきかねないからである。
このように,国 際環境が大きく変容 したなかで,日 本が既存の制度に固執
し続けるならば,日 本経済の競争力は低下 し続けるだけである。
(2)新 たなる経済制度を求めて
21世 紀 に向けて 日本経済を どのよ うに変革すべ きか。 それ は,従 来の経
済諸制度 を,大 競争時代 に生存可能 な新 たな制度 へ と変化 させていかねばな
らな い。 ステ ィグ リッツ(JosephE.Stiglitz)は,次の ように述べて いる。
「諸制度というものは……(中 略)… …経済成長のエ ンジンを強めるこ
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図2制 度が一国経済に与える影響
(a}制 度の静学的影薯(b)制 度の動学的影響
[制 度][亙=塵]
壷 壷
[亟彊 圃 経済主体の行動
壷 壷
経済資源の可動性 創造的破壊
壷 ↓
[市場規模][塵]
壷 壷
分業と特化[経 済成長]
壷
團
壷
経 済 パ フ ォ ー マ ンス
出 所:Yeager,TimothyJ.,lnstitution:,7「πzπs漉oηEconomies,andEco一
ηo厩cDθ ηθlo伽 θη`(Boulder,Colo.:WestviewPress,1999),p.36,
p.50.を 修 正 の うえ 作 成 。
と も 弱 め る こ と も あ る 。 諸 制 度 の 欠 陥 は 経 済 成 長 へ の 重 大 な 欠 陥 な の で あ
る 」 ㈹ 。
制度が一国経済へ与える影響を静学的および動学的に概念化 した ものが,
図2(a),(b)で ある(37)。静学的ケースでは,技 術水準により潜在的には決定さ
れる取引費用だが,先 述の生産系列のように,制 度の構築により実際の取引
費用を変化させることができる。取引費用は,次 に経済資源の可動性の度合
いを,そ して市場規模を決定するのである。そ して市場規模に合わせて,分
業 と特化の度合い,一 国の生産性,最 終的に経済パフォーマ ンスを規定する
と考えられる(図2(a))。 現在の日本に当てはめると,既 存の制度が大競争
時代に対応できていないために,経 済パフォーマンスが不充分なものになる。
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一方,制 度の役割を動学的に捉えるな らば,制 度は個々の経済主体の行動に
働き掛けながら,一 国経済を創造的破壊,技 術進歩,経 済成長へと導いてい
くと概念化できる(図2(b))。
それでは日本が今後 目指すべき新たな経済 システムとはどのようなもので
あるのか。先進国である日本にとって,経 済の高度化 ・高付加価値化を目指
すことは当然である。より資本集約的な,よ り技術集約的な,そ してより知
識集約的な経済構造へと不断にシフ トしていかねばならない。 しかも既存の
ものを 「どう作るか」ではなく,「何を作 るか」 という段階であろう。未知
のものを生み出すのは,極 めて リスクが高 く,失 敗 も多 くなる。そうした リ
スクを軽減 し,か つその リスクに向き合っていくには,こ の地に,世 界中か
ら有能な人材が集い,リ スクマネーを含む潤沢な資金が供給され,世 界中の
知が結集 していかねばな らない。世界中の経済資源をこの地に磁場のごとく
引き寄せて,こ の地を創造的破壊の発信地 とする必要がある。その時に問わ
れるのは,日 本の魅力である。
また,個 々の経済主体を創造的破壊に導いて くれる新たな制度が必要とな
るが,そ れは,企 業や個人が自己責任のもとで自由に創意工夫を働かすこと
のできる,自 由度の高い市場経済システムであらねばならない。経済成長の
推進源は企業であり,そ の企業が政府の諸規制や従来か らの慣行に縛 られる
こ.となく,企 業活動を自由にしかもグローバルに展開できるような環境を整
備 していかなければならない。また個人が企業家精神を十二分に発揮できるよ
うな環境も必要である。そのためには努力や成功に十二分に報いることのでき
る,ま た失敗 しても直 ぐに立ち上がれることのできる枠組みが必要である。
政府が具体的に為すべきことは何であろうか。既存の制度を改めるといっ
ても,こ こで取 り上げてきた制度はいずれ も成文化されたフォーマルなルー
ルではな く,イ ンフォーマルなものに過ぎない。ということは,政 府の役割
は既存制度のフォーマルな部分での改革を推進 し,上 述のような方向に日本
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を変 えてい くよ うなイ ンセ ンテ ィブを高 め ることにな る。 以下,と くに重要
と思 われる点 を6つ だけ指摘 してお く。
① 将来 ビジョンの提示
② 取引費用の一層の引き下げ
③ 国内資本市場の育成
④ 努力や成功に報いる税体系などの構築
⑤ 人材教育
⑥ セーフティーネットの拡充
まずは,日 本が今後進むべき方向性を明確に国民に示すことが必要である。
経済資源の可動性が増すことは,そ してグローバル化が進むということは長
期的には大きな利益につながるものの,短 期的にはさまざまな弊害 も想定さ
れる。経済資源間の可動速度の違いは,可 動速度の最 も遅い人間に大競争時
代の負の側面を押 し付けやすい。1997年 のアジア通貨危機 が典型である。
「資本の移動に労働が取 り残される場合のように,生 産要素間で移動速度 に
差があると,過 渡期の調整コス トは移動できない生産要素にかかって くる。
ところが移動できない生産要素,す なわち土地の上に乗っている人口こそ,
政治の単位である選挙区だ」㈹ との表現は的を射ている。 グローバ リズムへ
の反感とレソト・シーキングとが一体となれば,制 度変革への道のりは閉ざ
されて しまう。同時に,日 本の将来への道のりも閉ざされてしまうのである。
将来 ビジョンを提示し,制 度改革への付託を広 く国民から得ることが,ま ず
重要である。
第2は,取 引費用をさらに引き下げることである。取引費用の一層の引き
下げにあたっては,物 流の時代に道路,鉄 道,港 湾などのインフラ整備 ・拡
充を急いだように,情 報通信の時代には情報インフラの整備 ・拡充が,そ し
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てそのための関連する法的整備が不可欠である。また情報開示の徹底や義務
を怠った者に対する罰則の強化 も当然必要 となる。 さらに競争環境の促進が
取引費用の一段の低下につながることからも,規 制の緩和に一層取 り組み,
国内の高コス ト構造を改めていかねばならない。加えて近隣アジア諸国との
自由貿易圏の創設まで視野に入れてい く必要もあるのではないか。
第3は,新 規の起業を促進 し,新 企業を続々と誕生させ,そ して 日本を創
造的破壊の発信地 とするために,資 金面か ら重要な役割を担 うべき国内資本
市場の育成である。創造的破壊の芽となるような新 しいアイデアや技術に資
金を与えていくためには,間 接金融は不向きである。 また間接ないしは直接
金融のどちらか一方に経済が過度に依存 していると,バ ブル崩壊後の日本が
そうであったように,一 方のチャネルが詰まった時に,金 融市場全体が機能
不全に陥ってしまう危険性がある。そういった意味か らも直接金融を間接金
融に代替 しうる水準 にまで育成 していかねばならない。そのためには,資 本
市場の育成を阻み,成 長分野に本来は向か うべき資金を吸収 してしま?て い
る特殊法人を民営化することや,肥 大化 した郵貯の分割民営化などを急 ぐべ
きであろう。
第4は,日 本をやはり創造的破壊の発信地へ と導いてくれるような税体系
などの構築である。努力 した者が,そ して成功 したものが今まで以上 に報わ
れるような枠組みができ上がるならば,努 力への,そ して成功へのインセン
ティブは大きく高まるはずである。 日本の所得税 ・法人税の最:高税率は一時
的に欧米並みまで低下 したものの,再 び割高になっている。可動性の高まっ
た経済資源を呼び込むためには,最 高税率をさらに引き下げるとともに,累
進構造を一段と緩和 し,よ り簡素でフラットな税体系を目指 してい く必要が
ある。
また資本利得に対する課税はやはり二重課税との批判を免れず,今 後資本
市場の育成を考えるならば,撤 廃 も視野に入れたうえで検討を加えるべきで
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ある。こうした結果が財政赤字のさらなる悪化を招くならば,課 税最低限の
引き下げや消費税率の引き上げもやむを得まい。同様に,知 的財産権の保護
に向けて,一 層の法的整備を進める必要 もある。
第5は 人材教育であるが,こ こでは省略 し,こ の点については③にて述べ
ることとする。
最後の第6は,セ ーフティーネ ットの拡充である。先述のように,経 済資
源の可動性が高まると,可 動速度の最も遅い資源である人間にさまざまな弊
害が及んで くる。一方で,可 動性の増加は規制緩和の徹底,資 本市場の活性
化,税 体系の簡素化 ・フラット化などと相まって,経 済の新陳代謝を活発化
しよう。その時,と くに雇用面でのセーフティーネッ トの拡充は必要となる。
ただし,そ れは雇用の成長分野への流動化を促すための弾みとなるものでな
ければならず,そ のためには職業教育とセーフティーネッ トとの今 まで以上
の連携が必要 となる。
以上,6点 に絞 って,既 存制度の改革を促 し,新 たな経済 システムへの移
行を可能とするような諸策を,そ の方向性に関 して,大 雑把に提示 してみた。
(3)大 競争時代の人材教育
先に第5点 として挙げた人材教育 についてであるが,こ の点は大学人とし
ての重要性を鑑みて,最 後で述べることとする。
日本が産業構造の高度化 ・高付加価値化に遭遣 していかねばならない以上,
そして百年後に人 口半減が予測 されるなかで,現 在の生活水準を最低限維持
していかねばならない以上,人 材教育の方向性は明確である。人的資源を常
に高度化 し,成 長分野への流動化を促 していかねばな らない。そうでなけれ
ば,労 働市場に ミスマ ッチが生 じ,経 済の高度化は立 ち往生せざるを得ない。
日本が戦後 目覚 しい発展を遂げることのできたひとつの理由として頻繁に
指摘されてきたのは,労 働力の質的向上である。初等教育 と並んで,企 業内
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での多種多様,か つ実践的な教育訓練が果た してきた役割は高 く評価されて
きた。企業が人材の教育訓練に積極的に投資 し続けてこられたのは,労 働者
が長期 にわたり同一企業 に定着 してきたがゆえに,人 的投資の採算がとれた
からでもある。 また,ど の企業であってもその企業にのみ有用な 「特殊」技
能や知識が要求されるものの,そ うした能力を持った人材を市場で獲得する
ことが困難なために,企 業内部での育成に努めることになるのである。
経済資源の可動性が高まった大競争時代になると,状 況は変わ'る。情報通
信技術の発達を通 じて,取 引費用が下がることで,企 業側はより少ない費用
で求める人材を見つけ出せるようになる。働 く側 も同様である。また,そ れ
以上に大きな影響を及ぼすと思われるのは,市 場規模の拡大から導き出せ る
分業と特化の一層の進展である。分業と特化が進めば,職 業の専門性は一層
高まり,各 企業での職務内容の特殊性は薄れていくことになるのではないか。
また,そ のことは転職市場を拡大 し,雇 用の流動化をここか らも促進するこ
とになるのである。
雇用の流動性が高まると,企 業内の教育訓練投資は採算性が悪化 し,企 業
は人的投資に消極的になっていかざるを得ない。 しかし一方で人的資源の高
度化を怠るな らば,.企業はもとより,日 本経済の高度化 ・高付加価値化は進
まない。
それでは一体誰が教育訓練の担い手になるのであろうか。教育訓練は企業
内部か ら企業外部へと,そ の比重を移 していくと思われる。その時,教 育訓
練の担い手となるのは,大 学 ・大学院 といった高等教育機関であり,専 門学
校であり,教 育訓練をビジネスとする民間企業や公的機関となろう。そして,
これ ら機関が高度で専門性の高い教育訓練を供給 していくようになるには,
この分野での規制緩和こそ徹底 して進めていくことが必要 となる。教育訓練
市場に民間企業が続々と新規参入を果たし,ま た海外の高等教育機関もそれ
に続 くことができれば,人 材の一層の高度化 ・高付加価値化への大 きな一助
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となるはずであ る。
以上のような取 り組みを通 じて既存の諸制度の変化を促 し,新 たな経済制
度を築いていかない限り,大 競争時代に立 ち向かってい くことはできまい。
それができなければ,日 本経済は活力を失い,可 動性の高まった経済資源は
日本か ら離れていくことになろう。
《注 》
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